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1 ．はじめに

　自発的に海外で働く人材（Self-initiated�Expatriate,SIE）に関する研究

（Al�Ariss&Crowley-Henry,2013;Doherty,2013,Beitin,2012;Cao,Hirschi,&Dell

er,2013）は比較的新しい研究分野であり，過去数年間で急速に研究が進ん

でいる．SIE の先駆的研究者である Vaiman,�Hasleberger�and�Vance（2015）

研究ノート

アジアで活躍する日本人起業家の
促進要因に関する考察
――バンコクの事例から――

横　山　和　子

　グローバル化が加速している．ヒト，モノ，カネ，情報の移動が国境

の垣根を越え容易になっている．

　本研究は，自発的に海外で働く日本人に焦点を当て，組織派遣ではな

く，自発的に海外で起業家として活躍している日本人の特質を明らかに

することを目的としている．本稿では，バンコクで事業展開する 5 名の

日本人起業家を紹介する．紹介事例は皆，日本で教育を受け国内での勤

務経験のある日本人で，これらの起業家が自国で獲得した知識と技能を，

東南アジアでどのように活用しているかについての検討を行う．本稿で

は特に自発的に海外で働く日本人起業家の男性，女性間の共通性，相異

性に着目する．

要　旨
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は，研究者間で各自異なる定義に基づき研究を行っており，SIE について明

確な共通の定着した定義は存在しないと述べている．

　本稿で使用する SIE の定義�は Cerdin�and�Selmer（2014）によって引用

されている定義とほぼ同意義で，企業派遣ではなく自発的に海外で働く個人

とする．本稿では特に自発的に海外で起業している日本人を研究対象とする．

本研究は非西洋的かつアジア的な文脈から成り立っているため，SIE 研究で

の新しい研究分野となり得ると考える．

　本稿では，バンコクで起業家として働く日本人 SIE の 5 事例を紹介する．

筆者は中国の深圳，香港でも聴き取り調査を行ったが，当該調査結果は本稿

には含めない．

　本研究は SIE をミクロレベル，心理学レベル，および個人レベルで研究

するものである．一部例外はあるものの日本で大学教育を受け，日本企業で

トレーニングを受けた日本人が自国で獲得した知識や技能を海外のビジネス

で，特に東南アジア諸国でどのように活用しているかの解明に努めるもので

ある．本小稿は SIE に関する大規模研究を開始する前のパイロット調査と

位置づけることもできる．

2 ．文献レビュー

2 ． 1 　日本型雇用管理

　日本型雇用管理が本研究の中心テーマの一つである．日本型人的資源管理

の研究は1980年代から様々な検討が行われてきた．日本では，若者の人材獲

得方法として，新卒一括採用方式が伝統的に採られている．すなわち，学卒

予定者の履歴書による書類審査，数回の面接を経て選考が行われ，大学卒業

の翌月， 4 月 1 日に一斉に採用される．企業は選考において，学生の所属学

部，あるいは研究分野よりも，どの大学出身者であるかを重視している．企

業は基礎学力を出身大学で確認し，選考では主に応募者の潜在的能力を注視

する．日本の企業は，新卒採用者を企業の経営戦略に基づき時間をかけて育

成する（横山 ,2014）．
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　日本において，昇進審査では職務実績だけでなく当該社員の人柄も評価対

象として重要視される．日本企業では，企業内でバランス感覚のある人材を

チームで働かせることから，気配りができる能力は高く評価される．職場で

は上司が部下の働き方や仕事振りを熟知しており，人事評価では上司からの

評価が重要になる．そのため，部下は上司が帰宅するまで社内に留まり長時

間働くことが一般的な慣行となっている．特に大企業においては新卒一括採

用が中心であり，中途採用による人材の補充はほとんど一部の例外を除き，

行われない．しかしながら，上述した日本型人的資源管理は現在，国内外か

ら見直しを迫られている．

　伝統的日本企業では年功序列賃金制度を採用している．2000年頃からこの

年功序列賃金制度に対して変革を求める動きが見られてきており，Dalton�

and�Benson（2002）は日本の人的資源管理分野で危機が起こっていると述

べている．また，Matanle（2003）,Aoki,Jackson�and�Miyajima（2007）,Schaede

（2008）はグローバル化が進んでいく中で，日本型人的資源管理は西欧の成

果主義人事制度を取り入れる動きが始まっていると指摘している．

　森口は1914年以降の日本型雇用制度の変遷について詳細な研究を行い，日

本型雇用管理は多様性を持たせ柔軟性がある制度に改革すべき時期にあると

主張している（森口 ,2014:74）．

　主に日本の大企業は，1990年のバブル経済の崩壊以降，海外企業との厳し

い競争に直面した．コスト削減を目的に多くの企業は成果主義人的資源管理

を導入した結果，企業に働く従業員は自身のキャリアにより積極的に責任を

負わなければならなくなった．

　日本企業の国際経営分野における最も著名な研究として石田（1985），小

池（1996;2006）が挙げられる．また日本企業の特にアジアでの経営分野研

究では白木（1995;2006）の研究が有名である．

　石田（1985）は海外経営分野で成功を収めている日本企業の海外派遣経営

者の研究を行い，日本型雇用制度のトランスファーの可能性についての研究

を行った．その結果，石田は日本企業の現地化では特にマネジメントの分野
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で多くの問題が存在していることを指摘した．小池（1996）は国内の日本企

業のブルーカラーと海外の日系企業のブルーカラーの比較を行い，日本型雇

用制度を日本以外の地域に移転することが可能であることを証明した．白木

（1995）は東南アジアと中国にある日系企業の人的資源管理の分析を行い，

欧米多国籍企業と比較し，日系企業では現地の人材の活用が遅れていること

を指摘した．

　上記の日本での国際経営分野の研究は全て企業派遣の人材活用に注目した

ものであり，自分の意思に基づき海外で働く日本人についての研究はこれま

で行われていない．

2 ． 2 　日本での女性の活用

　日本社会及び日本企業において，多様性（ダイバーシティマネジメント）

の促進は解決すべき大きな問題である．2014年に行われた厚生労働省の調査

によると，係長以上の職に就く女性の割合は，11.8％に過ぎない．この数字

は日本で女性人材が十分に活用されていないことを示している．現在，政府

が女性総活躍社会の実現を目標に掲げ，女性を活用することが真剣に議論さ

れ始めている．日本では，1985年に男女が職場で同等に働く社会の実現を目

指す目的で男女雇用機会均等法が成立した．しかし従業員が100名以上在籍

する企業において，前述したように係長レベル以上のポストに就く女性の割

合は11.8％に過ぎない．この数字は例えば国際機関に勤務する専門職レベル

の女性比率が40% を超えていることと比較すると極めて低い．さらに管理

職レベルでの女性比率を比較すると日本企業に働く部長レベルの女性比率は

わずか4.6% であり，国際機関の26.8％と比較すると同じく低い．2011年の内

閣府の調査によると，総合職として採用された女性は企業の11.6% に過ぎず，

2012年の厚生労働省の調査によると，国家公務員のキャリア・トラック組の

女性は16.7% に過ぎない．これらの統計から，いかに日本は女性を活用して

いないかが分かる．

　次に給与に目を向けて行こう．2013年に加藤他（2013）による日本の製造
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業のパネルデータを使った調査から，企業内のジェンダー格差が大きいこと

が明らかになった．本研究は，変数をコントロールした後，未婚と妻帯者間

の給与格差が大きいこと，加えて，未婚女性は平均して未婚の男性より17%

給与が低いことを提示している．男性は結婚した場合，独身時の給与に加え

平均で12% の各種手当（家族手当等）を受け取るが，女性は結婚すると給

与の6.5% が減少する．この加藤の調査から男女間の給与格差は結婚ととも

に大きくなることが分かる．

2 ． 3 　キャリア開発

　日本の大学ならびに社会全体で，キャリアに関する教育や議論が盛んに行

なわれている．近年特に多くの若者が伝統的な働き方ではなく，自分の人生

は自分で決めて働きたいと考えている者が増加している．筆者の過去の調査

からも日本の若者で，特に海外経験のある者が，自分の人生は自分で決めた

いと考えていることが明らかになっている（横山 ,2014）．

　アメリカ人研究者のスーパー（D.H.Super）は1986年にライフステージ論

を提唱し，人生を 5 の発展段階（成長期，探索期，確立期，維持期，後退

期）に分けた．その中で，自己認識の重要性を強調し自己認識とキャリア開

発の関係性について述べている．Super は，個人のキャリアと個人の成長は

相互にプラスの影響を与えるとしている．スーパーのライフステージ論の概

要を図 1 に示す．ライフステージ論の各期の要約は次の通りである．

確立期探索期 後退期維持期成長期

図 1スーパーのライフステージ理論（1986）
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成長期（誕生から14歳）

　人生の最初の時期に，子供は対応能力の習得や自身の興味への探求，社会

化を試み働くことへの一般的理解を形成する．生物的な身体成長が進み，学

校生活，他者との同一化・差異化を通し，「自己概念」が形成される段階で

ある．この時期に自分は何が好きか，何が得意か，他者とどう違うかを確認

しながら自己の興味や能力を探求する．

探索期（14〜24歳）

　この時期は模索しながら実践に向かおうとする試行期間である．探索期の

若者は「暫定的な職業活動」を通じて，その分野でキャリアを積むか，転職

して方向転換をするか判断する．

確立期（25〜44歳）

　確立期は，探索期での試行錯誤を経て特定の職業活動を選択し，当該職業

の実績を積み責任を果たすことで自己の職業上の地位，能力，専門性を高め

る時期である．

維持期（45〜65歳）

　この時期は長期的な調整を行いつつキャリア開発を行い，イノベーション

を図る時期である．個人はすでに獲得した職業，地位などを維持するために

努力し，彼らの職務能力の向上に努める．この期の人々は新しい挑戦を行う

が，通常は大きな挑戦は行わない．

後退期（65歳以降）

　この期は人生最後の時期であり，労働市場から撤退する時期である．この

期に個人は退職後の計画や実際退職後の生活を経験する．職務においてエネ

ルギーは年齢とともに減少し，人々は活動の領域を狭め退職後の計画に集中

する．人は退職後のボランティア活動，趣味，レジャーを実践し新しい生活
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に移行をしていく．

　次に，アメリカの組織学者のシャイン（Shein,1985）は，キャリアとは人

生を通じての職業経験であり人生を通じた生き方の表し方であると定義した．

キャリアアンカーは能力，動機，価値を表現する自己イメージを意味する．

職業生活を通じて人は人生を導く心のアンカーに基づき自己のイメージを発

展させる．シャインはキャリアアンカーの構成要素として，（1）自立性／独

立，（2）安全／安定，（3）技術レベルでの能力，（4）一般的管理能力，（5）

起業創造性の 5 要素を抽出した．シャインは更に1980年代の研究から，（6）

問題解決に向けての能力，（7）純粋な動機に基づく挑戦，（8）生き方の 3 つ

の構成要素を追加した．シャインはメンターの重要性も指摘している．

　キャリア開発の分野で日本でも著名な研究として，太田（1999）の研究が

挙げられる．太田は「仕事人」の概念を，個人を雇用している組織と対等な

立場で交渉することを可能にさせる能力を持つ個人，と定義した．

　キャリア開発の研究を概観すると，アメリカではキャリア開発の研究は

100年以上の歴史がある．他方，日本ではキャリア開発の研究は20世紀の終

わりに始まり，その歴史は短い．

　日本では，日本経営者団体（日経連）が1995年に成果主義人事制度の導入

を提言した．企業は従業員に雇用保障や長期雇用を保障する必要はなく，企

業に雇用される個人が自分のキャリア開発により責任を持つことを提唱した．

その結果，会社主導の配置転換に基づき，自己の職業人生を展開するのでな

く，自己のキャリア開発により積極的に自己の職業人生に責任を持たなけれ

ばならなくなった．

2 ． 4 　自発的に海外で働く人材（Self-initiated�Expatriate,�SIE）

　自発的に海外で働く人材（以下，SIE）は，本稿では会社等の組織から支

援を受けることなく，自国を離れ海外で働く人々と定義している（Inkson�

and�Richadson,2010）．Doherty（2013）は SIE の研究を整理し，SIE 分野の
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将来に向けての研究の方向づけを行った．Doherty は，SIE の研究はマクロ

レベル，ミクロレベル等様々なレベルで考察することが可能である，と主張

した．本研究は，SIE のミクロレベルの研究であり，特に心理あるいは個人

レベルの経験に着目している．Doherty の研究成果を参考に，本 SIE 研究

の変数を表 1 に整理した．SIE の先行研究ではマクロとミクロの中間である

メッソ（Messo）及びマクロレベルでの SIE 研究は欧米で多数行われている．

しかしながら，本 SIE 研究はミクロレベルの研究に焦点を当てていること

を付記する．
表 1　SIE の現在及び将来の研究における変数
（Doherty の研究成果からの参照，2013）

ミクロレベル

個人の性格
家族状況
動機
資格
仕事への態度
働く組織，場所
職務満足，コミットメント
キャリアアンカー
キャリア上の成功
心理的契約
キャリア実現のための資金

　SIE 研究の先行研究を調査すると，Brauch（1995）がミクロレベルで SIE

の促進要因と抑制要因の研究を行っている．多くの SIE は冒険心や旅行し

たいという欲求を持っており，時には逃避目的で海外で働くこともある

（Doherty 他，2011）．Inkson�and�Meyers（2003）and�Baruch（1995） は

SIE への促進要因及び抑制要因に含まれる経済的，社会的，法的な要因につ

いての研究を行っている．

　上述の先行研究は，前述したが主にヨーロッパを中心に行われている．残

念ながら，日本を研究対象にした SIE の先行研究は未だ行われていない．

日本を対象とした唯一の SIE 研究として Peltokori�and�Froess（2009）の研

究を挙げることができる．当該研究は，企業派遣海外勤務者と自発的海外勤
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務者との間の相違点を明らかにしているが，調査対象者は後述するが日本で

働く韓国人であり，日本人ではない．

　Froese（2012）は，日本で働く30名の韓国人大学教員のモチベーション

と異文化調整についての研究を行い，国際経験への欲求，職務条件，家族の

絆および韓国内の厳しい労働環境などが日本勤務への動機付けとなっている

ことを明らかにした．この研究の対象分野は韓国人大学教員であり，ビジネ

ス界に働く人材ではない．しかしながらこの研究はアジアの文化的視点，特

に異文化調整について比較を行ったという文脈から評価することができる．

2 ． 5 　リサーチクエスチョン

　本研究では，研究の枠組みとして 2 つのリサーチクエスチョンを提起した

い．

RQ 1 ：�海外で自発的に働く日本人 SIE（男女）に影響を与えている要因は

何か．

RQ 2 ：何が日本人 SIE（男女）に影響を与える促進要因と抑制要因なのか．

　整理すると，本研究は海外で働くことに影響を与える要因，その中でも共

通点，相違点を明らかにすることである．

3 ．研究方法

3 ． 1 　先行研究

　本研究は筆者による日本人国際公務員の研究に端を発している．170人の

日本人国際公務員回答者の質問紙調査と24名の聴き取り調査から，約40％の

国際公務員は日本で大学教育を修め，日本での勤務経験を経て，転職してい

ることが分かった．これら転職した日本人国際公務員は日本型雇用制度と成

果主義雇用制度の両方を経験している．国際機関での勤務について日本人男

性の国際公務員は，労働時間が短縮したことを評価し，日本人女性国際公務

員は，男女差別の少ない職場環境を高く評価していた（横山 ,2014）．整理す
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ると，アジア地域で働く日本人 SIE についての研究は，日本人国際公務員

研究の発展研究であると位置づけることができる．

　筆者は2014年及び2015年に香港，中国の深圳およびタイのバンコクで17名

の調査協力者への聴き取り調査を行った．調査協力者は日本に生まれ，日本

で教育を受け，職務経験がある人々であり，現在起業家として成功を収めて

いる日本人である．本稿で紹介する調査協力者はスノーボールサンプリング

方法により選択された．聴き取り調査は，タイ，バンコク中心部に位置する

パーソネイルコンサルタントマンパワー株式会社の図書室で行い，聴き取り

調査時間は各 1 時間30分〜 2 時間であった．

　本稿では2015年 2 月にバンコクで行った聴き取り調査の内， 5 名の日本人

起業家を紹介する．

4 ．事例紹介

　A 氏のケース

　A 氏1 ）は現在37歳で，バンコクで市場調査を専門とするコンサルティン

グ会社の社長を務めている．同時にニッチ分野のドライクリーニング事業も

展開している．

　A 氏は早稲田大学商学部の出身である．在学中に国際教養学部の授業を

聴講し，そこで東南アジア出身の多くの留学生と友人となった．就職活動で

は，第一志望への入社こそ叶わなかったが，第二志望の企業から内定を得る

ことが出来た．

　A 氏は就職を前に卒業旅行として，大学の授業で出会った留学生の家族

を訪ねながら東南アジアを旅行した．バンコクを訪問中，トヨタ・モー

ター・タイランド2 ）（以下トヨタ）が，日本人の現地職員を探していること

を知り，入社試験を受け内定を得た．熟慮すると共に，父親からの助言もあ

りトヨタで自分の能力を伸ばすことを決意する．

　結果，日本での内定を辞退し，23歳でバンコクのトヨタ現地職員として働

き始める．A 氏はトヨタで専門的な技能を習得すると共に，顧客が日本の
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一流企業の社長，または重役レベルの経営者達であったことから，国際ビジ

ネスについて多くの知識や経験を得ることが出来た．特にトヨタで働く中で，

華僑やインド，アメリカの会社幹部との仕事の進め方を習得することが出来

た．A 氏には日本での勤務経験はなかったが，顧客に対してのビジネスマ

ナー等を学ぶと共に，現地職員の人材管理法を学んだ．

　その後26歳でトヨタを退職し，日本円で約150万円（当時，約12,000ドル）

の自己資金を投じて自身の会社を設立した．現在は 4 人の現地タイ人のリ

サーチャーを雇用しコンサルティング業務を行っている3）．

　業務の一例としては，タイの大手ホテルのエレベーターの安全性について

の調査を挙げた．日本では2006年にエレベーターの落下事故が発生して以降，

旅行代理店はタイへの旅行者の宿泊先の選択肢として，エレベーターの安全

性を重要視するようになった．そこで A 氏は，企業がタイの主要ホテルの

エレベーターの安全性を順位付けしたものを日本の代理店に報告している．

表 2　調査協力者の属性

性別 役職 職種 年齢 学歴 ※ これまでの海外での経
験

A 男 CEO（バンコク） コンサルタ
ント，小売
り

37 大学卒 11年 日本自動車メーカーに
勤務

B 男 CEO（バンコク） ホスピタリ
ティ

36 大学卒 7年 バックパッカーとして
東南アジアを旅行

C 男 CEO（バンコク） 人材紹介業 45 大学卒 20年 ボーイスカウトとして
米国でキャンプを経験，
米国の大学へ進学

D 女 CEO（バンコク） 会計 41 大学卒 3 年 ―中学生時代に文通
―アイルランドへ語学
留学
―米国で CPA 取得

E 女 小規模ビジネス
の CEO（バ ン
コク）

ヘルスケア 45 短大卒 10年 タイの日系企業に勤務

※は起業家になってからの年数，グレー部分は女性を示す
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現在 A 氏の会社は，11社の日系企業と市場調査の契約を結んでおり，タイ

国内のネットワークを駆使し顧客に必要な情報提供を行っている．

　A 氏は市場調査の仕事をする中で，タイでは衣類をドライクリーニング

する習慣がないことに気づいた，洋服は洗濯機で洗濯しアイロンを掛けると

いうことが一般的である．しかし，近年高級衣料への需要と良い服を長く丁

寧に着たいというニーズがあり，ドライクリーニング事業への需要がタイ，

特にバンコクにあると考えた．

　そこで A 氏はニッチマーケットであったドライクリーニング事業に着手

し，日本のドライクリーニング企業に提案し，合弁企業を立ち上げる．日本

の企業は技術を提供し，A 氏がタイ国内でのクリーニング事業を展開する

ことで合意した．A 氏は定期的に東京の合弁会社に事業報告を行っている．

　インタビュー時，クリーニング会社は，40人の従業員（工場は15名，店舗

15名，事務所に10名）を雇用し，バンコク市内の13店舗で衣類の受け渡しが

行われていた．インタビュー時に2015年末までにバンコク市内に20店舗にま

で拡大する予定であると A 氏は述べた．

　A 氏の収入の約80％は，本業の市場調査事業から得られており，残りの

約20％はドライクリーニング事業からの収入である．A 氏はドライクリー

ニングの事業は面白いと述べた．　

　A 氏が26歳で独立した時，メンターはいなかったが，代わりに多くの本

を読み知識を習得したという．現在 A 氏は，現在 C 氏というメンターを得

ている．A 氏はビジネスで成功するために，最も重要なことは「信頼を得

ること，誠実であること」と述べた．

　今後の長期計画として，A 氏はタイ近隣諸国に市場調査会社を拡大させ

ることを検討している．

　また自己啓発として，タイ語の習得を挙げた．A 氏は現在もタイ語を学

び続けており，職場で現地スタッフとはタイ語で日常業務を行っている．更

に，タイの富裕層について学ぶと共に，読書や本の執筆を行っている．

　A 氏は日本では普通の日本人であったと思うが，自分は様々な機会を発
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見出来る能力を備えていると感じていると述べた．

　A 氏は現在私生活並びに仕事面でも満足度が非常に高く，今後も所得と

成長にこだわりを持ち続け，タイを拠点に生活していきたいと意欲を表明し

た．
表 3　A氏のキャリアパス

年齢（歳） キャリアパス

高校生 一般的な学生

18−22 早稲田大学商学部に所属．

22 就職活動で第二志望の一流企業から内定

23 卒業前にバックパッカーとして東南アジアを旅行し，トヨタ・モーター・
タイランドの現地職員

26 約150万円の開業資金で市場調査会社を設立

36 日本のドライクリーニング会社と合弁会社を設立

現在（37） 4 名のタイ人リサーチャーを雇用する市場調査会社の社長．加えて40名の
従業員を抱えるドライクリーニング会社の社長．2015年 2 月末現在では13
店舗だが，同年内に20店舗に拡大予定

　B 氏のケース

　B 氏は現在36歳で，バンコク市内とベトナムのハノイでレストランと関連

店舗を経営している4 ）．

　B 氏が異文化に興味を抱く契機となったのは，叔父が海外出張時にお土産

を買ってきてくれたこと，姉が年 2 , 3 度海外旅行をし，イタリアへ語学留

学したことであった．

　B 氏は高校卒業後早稲田大学教育学部へ進学したが，当時は決して勉学に

熱心な学生ではなかった．大学 1 年次の春季休暇中に，バックパッカーとし

て 1 ヶ月間チェンマイからシンガポールまでを旅行し，その後も長期休暇に

入ると旅行を繰り返した．それらの旅行を通し，一般的なサラリーマンとし

て働くのではなく起業したいと考える様になった．

　大学 4 年次には，レストラン開業への明確な計画を立て，勤続 5 年以上の

社員は5000万円までの開業資金を借りることができる居酒屋チェーンへの入
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社を決心した．居酒屋チェーンでは接客，厨房，店長，地域統括マネー

ジャーまでの様々な経験を積み，人材管理法，店舗単位での経費の計算等を

習得し，28歳の時に退社した．

　B 氏が東京の世田谷でレストランを開業する計画を立てていた時，父の友

人であるタイ人のビジネスマンが偶然，東京に住む B 氏のもとを訪問した．

タイ人ビジネスマンは，将来日本は人口が減少し，日本の飲食市場も飽和状

態にあるので，日本で開業するよりも市場拡大の余地が大きいバンコクで開

業することを勧めた．

　B 氏は「日本で当たり前のことをやればビジネスになる」と考え，28歳の

時にバンコクに移り開業準備を始めた．B 氏は開業準備期間として 1 年間を

設け，最初の 6 ヶ月はバンコクの語学学校へ通った．バンコクで出会った多

くの人達からタイのビジネスについて助言を貰い，特にその中で出会った C

氏から開業に向けて多くの助言を得た．後半の半年間は事業を開始するため

の準備期間に充て，タイ到着から 1 年後に，「マイポーチ」5 ）という名のレ

ストランをバンコク中心部で開業した．

　開業資金の約1800万円は，自身の500万円の貯蓄，父やタイ人の投資家

（父の友人）からの借金で補い，居酒屋チェーンや金融機関からの借り入れ

は行なわなかった．

　日本でレストランの開業を考えていた当時，B 氏は 3 人の調理人に声を掛

けていたが，レストランが東京ではなくバンコクに変更になったことから，

2 人は辞退し残りの 1 人がバンコクで働くことに賛同してくれた．

　しかし，その調理人が日本食より洋食の方が得意と分かり，レストランで

提供する料理を日本食から日本とヨーロッパの折衷型スタイルに変更した．

また，店舗をバンコク在住の日本人が多く住む地区に構えることで，レスト

ランは主婦たちが日本でランチをする様に気軽な感覚で立ち寄れる店にした．

駐在員の妻達は海外生活でのストレスを抱えていることから昼食を共にし，

バンコクでの憩の場として人気を博するようになった．売り上げは，最初の

3 ヶ月間は赤字であったが， 4 ヶ月目からは黒字を計上した．
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　 2 年目，同じ地区にあったタイ式マッサージ店が倒産し，店舗の持ち主が

B 氏にタイ古式マッサージ店の開業を持ちかけ，タイ古式マッサージ店

「アット・イーズ」6 ）を開店した．マッサージ店はバンコク在住の日本人を

ターゲットに，高品質で，清潔，かつ高い技術を提供し，受付は日本語とタ

イ語で対応できる店舗とした．価格は現地マッサージ店の平均的価格より約

10〜20％高かったが，地元の日本人から高い評価を受ける人気店となった．

3 年目，レストランの隣に地元の日本人向けのカラオケ・ボックスを開業す

ることを決め，再び成功を収めた．

　 4 年目には，「アット・イーズ」の隣に「アット・イーズ 2 号店」を開業

し，翌年にはスイーツ販売にビジネスを拡大したものの，売上が伸びず，そ

の年にスイーツ店を閉店した．

　 6 年目は，ビジネスの拡張はせずタイと近郊諸国の視察を兼ね旅行し，更

なる機会を得る期間とした．

　 7 年目の35歳の時，B 氏はベトナムに進出し，「アット・イーズ」ハノイ

店を開店した．

　B 氏は，開業時に借金をしたが，事業経営では借金するべきではないと考

えている．その理由として，物件を借り初期投資負担を減らすことで，様々

なビジネスに挑戦することが出来ると考えているからである．

　B 氏は，自身が展開しているビジネスの中で利益が低いと判断した際には，

そのビジネスから撤退することを決めている．またパフォーマンスの高い新

しいビジネスをスタートすることで利益が創出されるとも考えている．毎年

ビジネスを拡張しているが，これまでの経験を生かし，新しいビジネスでは，

過去に手掛けたものより効率的に運営することができると考えている．

　B 氏は C 氏をメンターとして挙げている．キャリアアンカーは「為せば

成る，為さねば成らぬ，何事も」とし，今後タイ隣接国への出店や，日本で

ビジネスを立ち上げ，長期的には日本とアセアン諸国との架け橋の役割を担

いたいと考えている．
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表 4　B氏のキャリアパス
年齢 キャリアパス

高校生 一般的な学生

18～23歳 大学時代，チェンマイからシンガポールまでバックパッカーをし，起業
することを志向

23～28歳 居酒屋に 5 年間正社員として勤務

28歳 和洋折衷レストラン「マイポーチ」を，日本人が多く住む地区に開店

30歳 マッサージ店「アット・イーズ」を開業

31歳 カラオケ・ボックスを開業

32歳 アット・イーズ 2 号店を開店

33歳 スイーツ・ショップを開店するが失敗し閉店

34歳 店舗の拡張はせずアセアン諸国を視察旅行

35歳 ベトナム・ハノイにマッサージ店「アット・イーズ」を開業

現在（36歳） レストラン他関連 5 店舗を経営

　C 氏のケース

　C 氏は現在45歳で，バンコク在住の日本人の中で最も成功を収めている人

物である7 ）．C 氏が社長を務める人材紹介会社8 ）はバンコクで最大手であり，

海外で起業する日本人への協力組織であるタイ王国和僑会の立ち上げに尽力

した．C 氏は，本稿で紹介した複数の調査協力者がメンターとして挙げた人

物でもある．

　C 氏は，高校 2 年次に米国で開催されたボーイスカウトに 2 週間参加した

経験からアメリカで学ぶことを決心し，高校卒業後はアメリカオレゴン州の

大学で経営管理学を専攻した．

　アメリカでの学生生活を送る中で，C 氏はアメリカで読んだ漫画でスーツ

を着て漫画を読む日本サラリーマンが恰好悪いと考えると共に，大学卒業後

は今まで生活した日本とアメリカを除く他の国で働きたいと考えるように

なった．

　C 氏は卒業後，東南アジアで職を得ようとマレーシアのクアラルンプール

で求職活動を行ったが適職が見つからず，タイのバンコクに 2 週間滞在した
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時に不動産仲介業の職を得ること出来た．

　C 氏は，勤務を開始してから，不動産仲介業での起業を考え 6 ヶ月後には

日本人の投資家から開業資金を得て，友人と共にバンコクで不動産会社を設

立した．

　当初はバンコクでの居住を希望する日本人や企業に不動産，行政手続きな

ど多岐にわたるニーズを 1 ヶ所で提供できる会社として出発した．起業開始

当時は，多くの日本企業がタイに直接投資を始めた時期と重なった為，必要

とされるのは人材紹介業であると確信し，人材紹介会社への転換を図った．

　しかしながら，日本人の投資家から業種変更の承認を得られなかった為，

C 氏は日本人の投資家との関係を断ち，日本人 2 人，タイ人 2 人で，他の投

資家から借り入れを行い約700万円の開業資金で人材紹介会社を設立した．

　C 氏の会社は60人のタイ人従業員と13人の日本人従業員を雇用するタイの

最大手の人材紹介会社に成長し，無借金経営で毎年黒字を計上している．更

に，バンコクに留まらずミャンマーにビジネスを拡大している．

　C 氏は自己啓発としてタイ語を学び，タイ王国和僑会を発展させ，ロータ

リークラブのメンバーとして社会貢献を行っている．C 氏は現状に極めて満

足している．C 氏には 2 人の子どもがいるが，日本人としての価値観を持っ

て欲しいと考え， 2 人を日本の寄宿舎を備えている学校に通わせている．

　C 氏は，従業員のために価値を創造し続けなければ，従業員を満足させ続

けることはできないと考えている．C 氏は特定のメンターは持っていないが，

会社創設時から相談できる人は何人もおり，現在も相談できる人が複数人い

る．また，周囲の人達を幸せにすることに関心を抱き，もし自分が周りの人

を幸せにすることができれば自分も幸せになれると信じている．

　C 氏のキャリアアンカーは，「火を絶やすな．そして，情熱を持ち続け

ろ」である．常に自分に上記の言葉を言い聞かせ，自身を前進させる言葉と

なっている．
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表 5　C氏のキャリアパス

年齢 キャリアパス

小学校 ボーイスカウトに所属

高校生 アメリカ 2 週間のキャンプに参加

18～22 アメリカの大学で経営学を専攻

23 バンコクに到着後，不動産仲介業の会社に勤務

23 友人と共に日本の投資家の援助で不動産会社を設立

24 タイ人の投資家の援助を受け人材派遣会社を開始

45（現在） 会社はタイでの人材派遣業界の最大手．事業をミャンマーに拡大中

D 氏のケース　

　D 氏は現在41歳で，バンコクのコンサルティング及び会計事務所の社長を

務めている9 ）．

　D 氏は獨協大学外国語学部の出身である．中学校在学中，海外の学生との

文通を機に海外の人と言語に興味を抱いた．獨協大学には帰国子女が多く在

学しており，在学中に 1 年間休学しアイルランドに語学留学した．

　卒業後，D 氏はベンチャー企業の総合職として就職し，会計部門に 3 年間

勤務した．しかしながら，D 氏はその会社で自身の語学スキルを活かすこと

ができないと考え，26歳の時ファイザージャパンへの転職を決めた．当時 D

氏の上司はアメリカ人で，同僚の大半が外国人であったため，職場では英語

で業務を行った．しかし次第に会計スキルが必要とされないことに不満を感

じるようになった．

　 2 年後 D 氏はコールセンターの電話システムを販売する会社に転職する．

そこでは，会計業務に携わることが出来た．会社には 3 年間勤務し，その内

1 年間はシンガポールに駐在したが，健康上の理由から退職し夫に帯同し渡

米した．D 氏はアメリカ在住中に CPA10）の資格を取得したが，帰国後に夫

とは離婚する．その後復職したが，日本は働きづらいと感じ東南アジアでの

求職活動を行い，バンコクで日本人が経営する会計会社に就職した．その会

社は 3 人の日本人従業員と50人のタイ人従業員を雇用し，200社を超える日
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系企業のコンサルタント業務を行っていた．D 氏は英語と米国で取得した

CPA のスキルを活かし，監査マネージャーとして50社を超える企業の会計

監査に携わった．

　しかし業務過多から，D 氏は体調不良に陥り上司に辞職の意思を伝えると，

付き合いのある銀行の関係会社が外国企業枠を活用し，業務を委託するので

協力しないかと勧められた．結果として，D 氏は200万バーツ（約600万円）

の開業資金を元に会社を設立した．現在では 4 人の現地スタッフを雇用し30

企業とコンサルタント契約を結び，25社の日系企業と月次会計の契約を結ん

でいる．

　D 氏は自己啓発として，タイ語の習得，経理の実務，アメリカでの CPA

ライセンスの取得を挙げた．

　D 氏は現在の仕事に非常に満足しており，ワーク・ライフ・バランスの実

現に努めている．また日本で働いていた時にはメンターはいなかったが，現

在は仕事を通じて数人のメンターを得ている．彼女の仕事上のネットワーク

は顧客企業の経営者とタイ王国和僑会のメンバーである．また仕事外のネッ

トワークとして，ベリーダンスの仲間を挙げた．

　将来については，バンコクを拠点に海外生活を継続するつもりでいるが，

仕事のベースを他の ASEAN の国に移す可能性もあると述べた．また，D

氏にとって仕事満足が生きていく上で最も重要であると述べた．日本企業で

の勤務経験は現在の仕事に役立っていないが，米系企業で働いた経験は極め

て有益であると述べた．

　D 氏は，自分が幸せでいることが大切であり，その為にはある程度の所得，

仕事の内容とワーク・ライフ・バランスが重要であると自身の考えを開示し

た．D 氏のキャリアアンカーは「自分に関わる人と Win-Win の関係を築く

こと，相手に貢献することが自社の売り上げの増加に繋がる」と述べた．最

後に D 氏は今後の夢について，社員教育を通じ会社の規模を拡大すること

と述べた．　
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表 6　D氏のキャリアパス

年齢 キャリアパス

中学校 海外の学生と文通

18～23 獨協大学外国語学部英語学科の在学中に，アイルランドの語学留学に参加

23～26 日本のベンチャー企業に総合職として就職

26～28 ファイザージャパンで勤務

29～32 東京にあるアメリカの外資系企業に転職．シンガポールに 1 年間駐在

32～34 アメリカに帯同し，CPA を取得

34～36 前の勤務先の外資系企業に再就職

36～38 バンコクにある日系企業に転職

41（現在） バンコクのコンサルティング及び会計事務所の社長とし， 4 人の現地職員
を雇用

E 氏のケース

　E 氏11）は現在45歳で，健康グッズを取り扱う会社，「株式会社 KENKO�

PLUS」12）の社長を務めている．

　E 氏は日本の短大卒業後，旅行会社で一般事務として 3 年間勤務した．当

時は将来についてのビジョンはなく23歳で旅行会社を退職した後，飲酒習慣

が原因で10年間 OL やパートなど転職を繰り返した．その様な生活の中で，

『成功哲学』13）という本に出会い，35歳までに社長になるという夢を抱く様

になった．

　その後，知人からタイを拠点に仕事をする人を紹介され，その人が夢を活

かす生き方を勧めると共に協力を申し出てくれた．

　33歳の時，タイで仕事をしている上記の知人から，日本製の枕をバンコク

のデパートで展示販売しないかと依頼があった．枕は日本と同程度の価格で

あったが，E 氏はその枕をバンコクのデパートでほぼ完売することができた．

この経験が彼女のターニングポイントとなり，それ以降10ヶ月の間にタイへ

4 回訪問し，バンコクのデパートで日本商品の即時販売を繰り返した．同時

に，毎日 CD でタイ語を学んだ結果， 1 ヶ月程でタイ語を聴き取ることがで
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きるようになった．

　その後，タイで自分の居場所を見つけられるだろうという確信を持ち，35

歳の時に単身タイに長期滞在することを決める．タイ到着後，日本人とは距

離をおいて生活していたが，2009年にタイ王国和僑会が主催するセミナーに

参加し，和僑会主催の早朝勉強会に参加するようになった．

　E 氏は35歳で自分の会社を設立し，最初は体に良い寝具を販売していたが，

現在は健康に関わる商品を 8 名のタイ人職員と共に販売している．

　E 氏は和僑会の取り持つ縁で，タイに進出を希望する日本企業の担当者に，

様々な日本企業を紹介され，日本企業の委託で仕事を請け負っている．E 氏

は自分がビジネスにおいて重要な決断を行う時には必ずメンターである C

氏に相談している，C 氏の支援無くしては今の自分はいないと述べた．

　E 氏は，ビジネスを拡張する上で，資金が大きな役割を果たすと述べた．

現金があればビジネスを更に拡大させることができ，新たなビジネスチャン

スを掴むことができると答えた．E 氏は長期的には，タイ人の従業員が自律

的に会社を運営できるようにさせたいと考えている．

　E 氏はタイに来てから自分の生活スタイルを大きく変えた結果，生活の質

が大きく向上したと述べた．現在は朝 3 〜 4 時に起床し，その日の午前中に

最も重要な業務を終える．午後は読書やジムなど自身への投資の時間とし，

午後 8 時には就寝する．自身の20〜30代前半の苦悩した日々は，現在の自分

を形成するのに役立っていると述べた．

　E 氏のキャリアアンカーは「習慣は生活を変える」である．また，E 氏は

東日本大震災の後，家族にバンコクへ移り住むように勧め，現在は日本の家

を処分しバンコクで一緒に生活している．

　E 氏は現在の生活と職務共に非常に満足しているが，ビジネスにおいて競

争を嫌い，今後も自分の信念に従い生活していきたいと述べた．
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表 7　E氏のキャリアパス

年齢 キャリアパス

高校生 普通の学生

18～20歳 短大

20～23歳 旅行会社に勤務

23～33歳 転職の繰り返し

33歳 オファーを受けバンコクに渡り日本の枕を販売

35歳 会社設立

45（現在） 株式会社「KENKO PLUS」の社長．健康関連グッズを販売

5 ．ディスカッション

　本節ではバンコクで行った聴き取り調査から，調査協力者の共通点，相異

点を紹介したい．

5 ． 1 　共通点：探索期における海外経験

　男性・女性協力者は共に，人生の探索期に海外経験あるいは出会いをもっ

ていた．ケース A 及びケース B は大学時代に東南アジアをバックパッカー

として訪問している．またケース C は高校時代に米国のボーイスカウトキャ

ンプに参加している．ケース D は中学時代に海外の友人と文通を行い，大

学時代には帰国子女との交流を多く経験している．

　これらは一過性の経験ではあるが，それぞれ人生の探索期に行われており，

探索期における海外経験は SIE を決意する強い促進要素と動機付けとなっ

ている．例外としてケース E は探索期に海外経験をしていない．

5 ． 2 　相違点：起業開始年齢

　起業を開始した年齢は男性の場合は若く，女性の場合は遅いという特徴が

ある．ケース A，ケース B，ケース C の男性は全員ライフステージの確立

期の早い時期に起業していた（Super,1985）．ケース A は26歳，ケース B は
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28歳，ケース C は24歳の時に起業している．起業をする際に年齢は極めて

重要な要素と考えられる．これらの 3 名のケースは大学時代に自分の進みた

いと考える方向性を決めている．若く起業することは，日本人男性が起業す

るための促進要因と考えられる．

　他方，女性調査協力者は全員遅い年齢で起業している．ケース D は38歳，

ケース E は35歳で起業している．女性の場合，当初は伝統的な生活やキャ

リアを確立させようと置かれている環境の中で頑張るが，人生の経過の中で

彼女らは調整を行い，最終的に海外に移り住んでいる．繰り返しになるが，

女性と男性では起業を開始する年齢が異なる．

5 ． 3 　共通点：柔軟性

　男性・女性を問わず，調査協力者は皆柔軟な対応力を持っていた．ほぼ全

てのケースが人生の中で調整を行っている．このことは彼らの考え方に柔軟

性があり，ビジネスにおいても柔軟性があることを示している．

　ケース D は日本での職場環境に不満を持ち日本の長時間労働は自分が求

めている働き方ではないと感じた．実際に日本では通勤に片道 1 時間半費や

しており，ワーク・ライフ・バランスは極めて低かった．彼女は自身の能力

を評価してくれる企業で働きたいと考えた．

　ケース D は熟慮の後，国外で働くことを決意する．現在 D 氏は起業家と

して自分の勤務時間をコントロールできる環境にいる．ケース A は，ニッ

チ分野であるドライクリーニング事業に活動の場を広げ，ケース B は当初

東京で居酒屋を開業しようと考えたが，最終的にバンコクで日本人駐在員家

族向けのレストランを開業した．ケース C は不動産仲介業から日本企業へ

の人材紹介業に業種転換を行った．ケース E は日本企業で勤務していたが，

バンコクで健康関連商品を販売することを決意し成功を収めている．

　これらの事例から協力者は共通して柔軟な思考を持っていることが分かる．

彼らは必要に応じ働き方を修正している．従って柔軟性は SIE の促進要因

と考えられる．
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5 ． 4 　共通点：動機づけ

　起業を決意した動機について，聴き取り調査を通じ協力者全員が自分の考

えを明確に自分の言葉で述べてくれた．男性，女性を問わず，調査協力者は

皆，高い動機付け（モチベーション）を持っていた．

　ケース B とケース C の海外で働く動機は，日本で見られる一般的なサラ

リーマンのようになりたくないというものであった．彼らは自分の意思に基

づき自分の人生を送っていきたいと考えていた．上記 2 ケースを除くと海外

で働く動機は様々であった．ケース A の場合は日本での就職活動で第一志

望の会社に選考されず，バンコクで日本の著名企業の現地スタッフをして働

く道を選択した．調査協力者の長期的な視点から見る将来の夢として， 5 名

は高い自己向上心を示していた．ケース A は東南アジアの近隣諸国でマー

ケットリサーチ分野のコンサルタント業を拡大したいという強い意志を持っ

ており，ケース B は日本と東南アジアを結ぶ架け橋になりたいという夢を

持っている．ケース C は現在ミャンマーで新規事業を立ち上げる過程であり，

ASEAN 諸国に人材紹介業を拡大したいと考えている．

　本調査を通じ，成功している男性の調査協力者は人生の探索期あるいは早

期確立期に自分で起業する道を決定している．結果として彼らは，東南アジ

ア諸国でのビジネスチャンスに出会っている．他方女性の調査協力者は，日

本人男性調査協力者の場合よりも遅く起業家としての人生を始めている．

5 ． 5 　相異点：開業資金

　どのような事業を始める場合でも開業資金が必要である．開業資金の獲得

方法は男性，女性間で異なっていた．本研究で調査した女性は，人生の後半

部分で起業を開始している．それゆえ女性調査協力者は，開業を決意した時

には既に開業資金を用意できていた．なお，ケース E は，開業資金の一部

を親から入手していた．ケース D の場合は，起業時の年齢が38歳というこ

ともあり既に開業できるだけの資金を蓄えていた．他方男性のケース A，

ケース B，ケース C の場合には人生の早期の確立期に起業を始めた（Su-
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per,1986）．ケース A は自己資金で独立したがケース B，ケース C は開業資

金の多くを投資家から調達していた．

　バンコクでの聴き取り調査時，調査協力者は全員，タイでは株式会社を設

立することは比較的簡単であると述べた．実際に彼らが20代中盤と年齢が若

いにも関わらず，投資家から開業資金を獲得することに成功し，株式会社を

設立していた．

5 ． 6 　共通点：家族の支え

　家族からの支援は海外で働くことを決める際の大きな促進要因となる．例

えばケース A の父親は中国でエンジニアとしての勤務経験があり，息子が

日本の企業で働く代わりにバンコクで日本の著名企業の現地スタッフとして

働くことに賛同した．ケース B の父親はタイ人の友人を持ち，この友人が

B にバンコクで起業するよう助言を与えた後は、B の投資家及びメンターと

なった．ケース C の場合，彼は九州出身で長男であったが，父は息子のア

メリカの大学への進学を支援し，海外で働きたいという息子の夢と決意を尊

重した．

　このように男性は早い年齢で起業家として事業を始めたが，彼らは家族か

らの支援を様々な形で得ている．他方女性の場合には，人生の後半で起業を

行っていることから女性は家族からの支援を受けるという観点から判断する

と男性と比べ遥かに独立した判断を行っていた．

5 ． 7 　共通点：キャリアアンカー

　調査協力者は男女問わず，キャリアアンカーを持っていた．ケース D は

「顧客との Win-Win の関係を築くこと」をキャリアアンカーとして述べた．

ケース A のキャリアアンカーは「信頼と誠実さ」であり，ケース B は「為

せば成る，為さねば成らぬ，何事も」である．ケース C のキャリアアンカー

は「周りの人を幸せにできれば自分も幸せになれる」，ケース E のキャリア

アンカーは「生活習慣を変えれば人生は変わる」というものであった．
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　日々の仕事を遂行する上でキャリアアンカーを持つことは重要である．特

に人生で逆境にある時，キャリアアンカーを持っていることは海外で仕事を

遂行する上で極めて重要である．なお，キャリアアンカーという言葉は日本

語の「座右の銘」に置き換え，調査協力者に質問した．

5 ． 8 　共通点：メンター

　調査協力者は男女問わず，メンターを持っていた．興味深いことにケース

C はケース A，ケース B，ケース E のメンターである．他の調査協力者も

ケース C をメンターとして挙げていた．実際ケース C はタイ王国和僑会の

創設メンバーの 1 人であり，バンコク・ロータリークラブのメンバーでもあ

る．ケース C は少年時代にボーイスカウトであったことを考えると，彼は

成人した現在もボーイスカウトの信念を持ち周りの人々に接していると考え

られる．タイの若手日本人起業家の育成を考える際，ケース C は非常に大

きな役割を果たしている．メンターを持つことは SIE の促進要因であると

考えられる．

6 ．リミテーション

　本稿で紹介したケースは多数の促進要因を持ち，抑制要因は少ないという

特徴があった．本稿で取り上げた日本人起業家は成功者であり，彼らは日本

の同年代のサラリーマンと比べ高給を得ている．しかしながら本稿に掲載し

なかったが，海外で働く調査協力者が皆，成功しているわけではない．イン

タビューを行った内の何名かは「自分は日本にいる大学時代の同期と比べる

と給与は低い．」と述べており，また何人かは現状からの逃避として海外で

働いていた（Doherty 他 ,2011）．それ故，今後の研究ではキャリアで成功し

ていないケースを分析する必要もある．
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表 8　調査協力者の概要

場所 短期的目標 /
長期的目標

柔軟性 起業開
始年齢

キャリア
アンカー

メンター 促進要因 抑制要因

A バン
コク

—高所得と自
己成長
—近隣諸国に
ビジネス拡大

ドライク
リーニン
グ事業へ
の参入

26 信頼と誠
実さ

ケース C - 大学時代に東南
アジアへの卒業
旅行
- 家族からの支援

なし

B バン
コク

—ビジネスの
拡大
—日本とアセ
アン諸国の架
け橋

和洋折衷
料理店を
開業

28 為せば成
る，為さ
ねば成ら
ぬ，何事
も

ケース C - 大学時代に東南
アジアを旅した
こと
- 家族からの支援

なし

C バン
コク

—周りの人を
幸せにできれ
ば自分も幸せ
になれる
—ビジネスの
拡大

不動産業
から人材
紹介事業
への転向

24 火を絶や
すな，情
熱を持ち
続けろ

周りの人
の話をよ
く聞くこ
と

日本企業のタイ
への直接投資

長男である
こと

D バン
コク

—ビジネスの
拡大
— 会 計 の ス
タッフへの教
育

なし 38 顧 客 と
Win-Win
の関係を
築くこと

顧客 - 日本企業の働き
方に不満
- 新たな挑戦
- 労働時間のコン
トロール

収入の減少

E バン
コク

—健康用品で
人を支援
—ビジネスの
拡大

ヘルスケ
アと健康
関連グッ
ズビジネ
スの拡大

35 生活習慣
を変えれ
ば人生は
変わる

ケース C - メンターや家族
の支え
- 日本での巨大地
震があったこと

なし

注：グレーは女性

7 ．結論

　本研究の目的は，日本人が自発的に東南アジアで起業する上での共通性，

相異性に焦点を当て，日本人 SIE の促進要因と抑制要因を考察することで

ある．

　起業家としての成功を男性，女性というジェンダーの視点から分析すると，

男女間で大きな相違点が見られた．まず男性は若い時期に起業する傾向があ

る．他方，女性は起業することをキャリア計画の初期から考えておらず，年
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齢や経験を重ねた後に海外で自分の会社を設立する決心をしていた．また遅

く起業したことから，女性は開業資金を既に準備しており，投資家に依存し

ていなかった．さらに，女性は家族からの助言に頼ることなしに，自分自身

で起業の決定を行っていた．

　共通点として，男性，女性共に柔軟性を挙げることができる．また，男性，

女性は共にキャリアアンカーとメンターを持っていた．このことは，

Sullivan,and�Arthur（2006）が指摘した，自分の信念に基づいて生きる人と

いう SIE の特徴と一致する．

　バンコクで行った日本人 SIE の聴き取り調査から，自発的に海外で働く

日本人起業家への聴き取り調査から次の 6 つの共通項目を抽出することがで

きた．すなわち，（1）探索期における海外経験，（2）柔軟性，（3）動機付け，

（4）家族からの支援，（5）キャリアアンカー，（6）メンターである．また，

男性，女性では（1）起業開始年齢，（2）開業資金の 2 点で相違点があった．

本研究から日本人 SIE は短期長期計画を持ち，目標達成に向けて高いモチ

ベーションを持っていることも明らかとなった．本稿で紹介した事例は全て

成功を収めている起業家である．彼らは共通点，相異点を含め促進要因

（push�factors）を多く持ち，抑制要因（pull� factors）は少ないという特徴

があった．言葉を変えれば，促進要因を多く持つ者ほど起業において成功し

ていると言うことができる．

　本研究は日本における大学でのキャリア教育が重要な役割を果たすことを

教えてくれる．なぜならば大学時代は自己の可能性を探り，卒業後の自己の

キャリアデザインを描く探索期だからからである．大学が学生に将来のキャ

リア計画を考える機会を提供することは，学生の将来の設計に有益な示唆を

与えることを意味する．大学は，伝統的な採用方法や雇用管理方法を教える

だけではなく，将来の自己のキャリアデザインを描く方法を学生に教える必

要がある．また，大学はインターンシップや海外経験，短期留学制度などを

通じ学生に起業家になる方法，現地スタッフの管理方法，組織内での振る舞

い方などを学習できる機会を提供することを検討すべきである．
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　最後に，起業する場合にはまとまった金額の開業資金が必要である．男性

の場合，開業資金を主に投資家から獲得していた．聴き取り調査を通じ，海

外では起業志願者と投資家との間を繋ぐネットワークが存在していることも

分かった．今後の課題として，投資家の役割，投資条件などを含め投資家に

ついての研究を行う必要がある．将来の課題として，日本人起業家として成

功している人材だけでなく，起業に成功していない人材についての研究を挙

げたい．

　最後に，今後の計画として東南アジア，ミャンマーインドネシア，カンボ

ジアなど文化が異なりビジネス慣行が異なる国々との比較研究も行ないたい．

謝辞　筆者はバンコクの日本人起業家を紹介してくれた東京和僑会会長に

感謝の意を表す．幾つかの条件を満たし海外に居住するインタビュー協力

者に出会うことは簡単ではない．本研究に協力してくれたすべての調査協

力者に深く感謝する．

注
1 ）A 氏のインタビューは2015年 2 月27日にバンコクで実施された．
2 ）タイのトヨタ自動車の正式名称：Toyota�Motor�Thailand�Co.,�Ltd.
3 ）アセアンジャパンコンサルティング株式会社（http://www.asean-j.net/）
4 ）B 氏のインタビューは2015年 2 月27日にバンコクで実施された．
5 ）My�Porch　（http://www.myporchbangkok.com）
6 ）At�Ease（http://www.atease-massage.com/）
7 ）C 氏へのインタビューは2015年 2 月28日にバンコクで実施された．
8 ）Personnel�Consultant�Manpower（Thailand）Co.,LTD.�
（http://www.personnelconsultant.co.th/）

9 ）D 氏へのインタビューは2015年 3 月 1 日に実施された．
10）米国公認会計士の略（Certified�Public�Accountant）
11）E 氏へのインタビューは2015年 2 月28日バンコクで実施された．
12）kenkoplus�Co.LTD.�（http://www.kenkoshop.co.th/）
13）ナポレオン・ヒル（1977），産業能率大学出版．
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